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要　旨

2018年9月6日に発生した北海道胆振東部地震によって北海道厚真町において

広範囲な斜面崩壊が発生した．本研究では斜面崩壊が発生した原因の一つと考

えられる風化した降下軽石堆積土を対象に，トレンチ調査や簡易動的コーン貫

入試験などの原位置調査を実施した．さらに未崩壊地から採取した不かく乱試

料を用いてせん断条件を変化させた一面せん断試験を実施し力学特性を明らか

とした．力学試験から得られたパラメータを用いて平常時および地震時の斜面

安定性を無限長斜面のモデルによって評価した．その結果，地震による崩壊が

発生した斜面は表層から深度1.5m程度までは脆弱な層であり，崩壊深度は概ね

一致していた．この脆弱な層と基盤層の境界部には含水比が極めて高い風化し

た降下軽石堆積物が存在しており，そのせん断強さは速度依存性を有していた．

地震時の安定性評価では，地震動による水平加速度とせん断強さの速度依存性

を考慮した力学パラメータを用いた無限長斜面の安定解析で検討可能なことを

示した．

《キーワード：地震；降下軽石堆積土；一面せん断試験；斜面安定解析》
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8. 1. 	はじめに

2018年9月8日午前3時7分に発生した北海道胆振東部地震は，胆振東部地方の深さ約37kmを震源とし

た気象庁マグニチュードM j = 6.7の内陸地震である．北海道厚真町では最大震度7を観測した．これに

よって厚真町内では広域での斜面崩壊が発生した．写真8.1は厚真町吉野地区（位置は図8.1を参照）で

の崩壊状況であるが，崩壊土砂は比較的長距離を移動して住宅へ押し寄せて，36名の犠牲者が出た1）．

これは1995年に発生した兵庫県南部地震によって兵庫県西宮市で発生した地すべりでの犠牲者数と同規

模であるとともに，斜面崩壊数や範囲は国土交通省の発表によると明治以降で最大規模とされている．

また，崩壊箇所では火山噴火による降下軽石堆積物が堆積岩上に分布している地域であり2），火山由来

の土質で構成された自然斜面の崩壊現象としては熊本地震3),4）による被害と類似する点があると考えら

れる．火山が多い日本には降下軽石や火山灰質土が分布している地域が多数あり，今回の北海道厚真町

での広範囲・大規模に発生した斜面崩壊メカニズムに関する考察は，今後の地震に対する斜面防災・減

災対策を立案する上で極めて重要となる．

以上のような背景から本研究では，厚真町の斜面崩壊箇所で崩壊斜面の詳細な断面観察，簡易動的コ

ーン貫入試験，簡易ボーリング調査，不攪乱試料の採取を行った．不攪乱試料については，自然斜面に

おける低拘束圧を再現可能な一面せん断試験装置を用いた力学試験と，力学試験前後でX線CTスキャン

を行うことでせん断後の内部構造の変化を観察した．また，力学試験から得られた力学パラメータを用

いて，対象斜面を無限長斜面として地震時の安定性評価を行い，崩壊メカニズムについて検討した．

8. 2. 	調査箇所と調査内容の概要

図8.1は大規模な斜面崩壊が発生した北海道厚真町付近における地形図と崩壊箇所の分布を示してい

る（Kawamura et al. 2019）．図中の赤い領域は斜面崩壊の発生領域である．斜面崩壊が発生した山地の

標高は150～200m程度であり，震源よりも北側で斜面崩壊が発生している．本研究における調査箇所は，

厚真町役場から東に約5kmの厚真町宇隆地区である．近傍の地震記録5）として，厚真町役場に北海道が

設置した地震計で観測された最大水平加速度PGAは，NS成分でPGA = 0.29Gal，EW成分でPGA = 0.37Gal

であった．調査箇所から南に10km程度の厚真町鹿沼に気象庁が設置した地震計では，NS成分で

 
Photo 8.1　Slope failures in Yoshino district，Atsuma town2）
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PGA = 0.65Gal，EW成分でPGA = 0.84Galとなり，調査箇所周辺よりも大きな水平加速度が観測された． 

図8.2は調査箇所周辺の地震後の航空写真と地震前の地形図を示している．航空写真は，国土地理院

によって2018年9月6日および8日に撮影されたものである．調査対象とした崩壊斜面は，小規模河川の

左岸に位置している．被災前の地形図から被災箇所は谷地形を呈しており，地震後には概ねこの谷沿い

に最大幅60m，長さ180m程度の斜面崩壊が発生した．原位置調査は図8.2中のB-1 ～ 3の3地点で実施し

た．表8.1は各調査地点での調査内容のまとめを示している．B-1 ～ 3の各地点で簡易動的コーン貫入

試験（DCPT, JGS 1433-2012 Method for portable dynamic cone penetration test）に加えて，滑落崖における

崩壊断面の詳細な断面観察を行った．また，B-2では断面観察を行った近傍の未崩壊箇所において簡易

なボーリングによる試料採取を行った．図8.3は簡易ボーリングの実施状況を示している．このボーリ

ングで得られたサンプラー内の乱れた試料を用いて物理試験を行った．B-1 ～ 2では力学試験として行

った一面せん断試験に用いる不攪乱試料の採取を行った．図8.4は不攪乱試料の採取状況を示している．

不攪乱試料は，内径60mmのアクリル円筒の先端に刃先角度が鋭利なシューを取付け，乱れが生じない

ように注意しながら，地山にゆっくりと挿入して採取した．不攪乱試料の採取箇所は，簡易動的コーン

貫入試験から深度方向のNdが局所的に低下した箇所付近とした．
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Fig. 8.1.　�Topographical map and seismic waveform around the epicenter of the 2018 Hokkaido Eastern 
Iburi Earthquake, and investigate site (modified Kawamura et al. 2018)
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30m

 
Fig. 8.2.　�Slope failures in investigation site, Uryu district, Atsuma Twon (based on Geospatial 

Information Authority of Japan)

Table 8.1.　List of field investigation 

Test No. Trench survey DCPT a Simple boring for physical properties test Intact sampling for DST b 

B-1 ✓ ✓ 

B-2 ✓ ✓ ✓ ✓ 

B-3 ✓ ✓ ✓
a DCPT: Simple dynamic cone penetration test, b DST: Direct shear test

Hydraulic 
breaker

Tube sampler  Shoe

Acrylic cylinder

 
Fig 8.4　Intact sampleFig 8.3.　Simple boring 
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図8.5は本研究で用いた一面せん断試験装置の概要を示している．本研究では，排水条件に相当する

定圧一面せん断試験（以下，CP testと呼ぶ）と非排水条件に相当する定体積一面せん断試験（以下，

CV testと呼ぶ）を行った．それぞれの試験において用いた試験装置は地盤工学会基準（JGS 0560 
Method for consolidated constant-volume direct box shear test on soils, JGS 0561 Method for consolidated 
constant-pressure direct box shear test on soils）に準拠している．供試体のサイズは，直径60mm，高さ

20mmの円盤状である．なお，2つの試験装置ともに豊浦砂を用いたキャリブレーション試験の結果は，

これまでに報告されている内部摩擦角と同程度の結果を得ることを確認している6）．また，CPおよび

CV testともにせん断箱の間隔は0.4mmとした．せん断は水平変位D = 7mmまで行った． 

表8.2はCPおよびCV testの試験条件と結果の一覧を示している．鉛直応力σvはCP testではσv = 20, 
50kPaとし，CV testではσv = 20, 40kPaとした．せん断速度dD / dtは，CP testではdD / dt = 0.02mm/minとし，

CV testでは非排水せん断強さτmaxのせん断速度依存性を把握するために表2中の異なるdD / dtでせん断

を行った．また，CV testでは再構成試料に対してもdD / dtを変化させた試験を行った．dD / dtの設定に

Shear 
direction

Bellofram
Cylinder

 

Test  
condition a 

Specimen 
condition

Sampling 
position

v b
(kPa) 

dD / dt c  
(mm/s) 

t d
(g/cm3) 

d e
(g/cm3) 

w f 
(%) 

e g 
(%) 

max h  
(kPa) 

CV Intact B-1 20 0.02 1.15 0.42 173.8 5.5 7.2

CV Intact B-1 20 0.2 1.18 0.44 165.1 5.2 8.8

CV Intact B-1 20 1 1.19 0.43 176.7 5.3 9.4

CV Intact B-1 40 0.02 1.03 0.40 157.8 5.8 13.0

CV Intact B-1 40 1 1.12 0.45 150.4 5.1 18.6

CV Remold B-2 20 0.02 1.26 0.46 171.5 4.9 8.9

CV Remold B-2 20 0.2 1.21 0.46 163.8 5.0 9.2

CV Remold B-2 20 1 1.23 0.47 162.6 4.8 9.5

CP Intact B-1 20 0.02 1.15 0.39 201.9 6.2 13.5

CP Intact B-1 50 0.02 1.10 0.37 202.2 6.5 35.2

a CP: Constant pressure test, CV: Constant volume test, bv : Normal stress, c dD / dt : Shearing rate, d t : Total density, e d : Dry density, 
f w : Water content, g e : Void ratio, ghmax : Shear strength 

Direct drive motor

Displacement gauge

Load cell for horizontal stress

Specimen

Load cell for vertical stress

Weight for
vertical stress

Shear 
direction

 

Table 8.2. Test and specimen condition

b) Constant-volume direct box shear test (CV test)a) Constant-pressure direct box shear test (CP test)

Fig. 8.5.　Direct box shear apparatus
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ついては，試験装置のモータの許容を考慮して決定しており，実際の斜面崩壊の速度はこれよりも速か

ったと推察される．Remold供試体は，図8.4の方法で採取したIntact供試体の密度計測後に試料を解きほ

ぐし，同じ密度となるように一面せん断試験のせん断箱で再構成して作製した．しかし，Remold供試

体ではIntact供試体における土構造を再現することが難しく，Intact供試体群よりも密度が大きい．また，

すべての供試体は不飽和状態で実験を行った．さらに，表8.2中に示した2つの供試体については，試験

前後においてX線CTスキャンを行い，せん断に伴う内部構造の変化を観察した．

8. 3. 	実験結果および考察

8. 3. 1. 	現地試験および物理試験結果

図8.6は調査斜面における被災前の標高と簡易動的コーン貫入試験の結果を示している．なお，被災
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前の標高は国土地理院が公表している標高データを用いた．簡易動的コーン貫入試験から得られたNd

は，実施地点に依らず深度1.5m程度まではNd = 0 ～ 3程度であり，それ以深では深度とともにNdが増加

する傾向ある．深度1.5m以深では，概ねNd = 20程度を示すことから基盤層になっており，この基盤の上

にNd = 0 ～ 3程度の相対的に強度が低い土層が，標高と同じような傾斜で堆積していると考えられる．

図8.7は崩壊断面の詳細な観察から推定した地質断面を示している．上述したNdが小さい領域には，

樽前山の噴火由来である降下軽石堆積物（Ta-a,b,d）が確認できる．Ta-a, bとTa-dの間には黒ボクと，

斜面崩壊や地すべり活動よって乱されて再堆積したと予想される層（リワーク）が確認できた．Ta-
a,b,dの下部については，断面観察地点で地質構成が異なっており，源頭部に最も近いB-1では，恵庭岳

（En-a）や支笏湖（Spfa1）の火山活動による降下軽石堆積物が確認できた．B-2では，明瞭な降下軽

石堆積物は確認できないが火山灰質土と，その下部には風化珪質泥岩を確認できた．崩壊斜面の下部で

は，Ta-dの下に風化泥岩を確認できた．B-3では，表層から0.6m程度はTa-a,b,dが相互に堆積していた．

また，図中には図8.5に示した簡易動的コーン貫入試験の結果を併記しているが，B-3を除くとTa-dが確

認できる深度からNdが増加する傾向にある． 

図8.8はB-2で採取した土試料の各深度での粒度分布を示している．ここで簡易サンプリングでは，地

表面から1.0mまでの試料は根茎の影響に加えて，サンプラー内で土試料が圧縮することによって物理試

験を行うために十分な試料の量を採取することができなかった．そのため，図8.7では深度1.0m以深の
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結果を示している．Ndが小さい値を示した深度である1.0 ～ 1.4mは採取した試料の中では，最も粗粒分

が多く，深度が深くなるにつれて細粒分が増加する傾向にある．図8.9はB-2における深度方向の自然

含水比wnと細粒分含有率Fcの変化を示している．概ね深度1.2 ～ 1.7mの間にwn > 200%の高含水比状態の

領域がある．なお，Fcについては，この高含水比箇所からFc > 50%となり，その下部では概ね深度とと

もに増加する傾向にある．このwnが高く，Fcが増加する箇所は，断面観察ではTa-dの下部層と風化が進

んだ強風化粘土の境界部付近に対応している．

8. 3. 2. 	一面せん断試験による力学特性

図8.10はIntactおよびRemold供試体に対するCV testから得られたせん断応力τ ～ 水平変位Dを示してい

る．Remold供試体のτ ～ Dは，明瞭なτのピーク（i.e. τmax）を示さないひずみ硬化型である．その一方で，

Intact供試体ではτがピークを示した後に，τが低下するひずみ軟化型である．また，Intact供試体ではdD 

/ dtの増加に伴い，τmaxが増加している．しかし，Remold供試体では，dD / dtの増加に対するτmaxの変化

は小さい．図8.11a）, b）は，dD / dtに対してτmaxおよびτmaxに対する残留強度τrの比であるτmax / τrを比較

している．Intact供試体では，dD / dtに対してτmaxが増加しており，強度のせん断速度依存性を確認でき

る．しかし，今回の実験の範囲では，dD / dtの増加に対してτmaxが単調に増加するわけではなく，dD / 
dtの増加に対してτmaxの増加は緩慢となる．Remold供試体では，dD / dtに依らずτmaxはほとんど同じ値

である．特にdD / dtが小さい場合には，Intact供試体よりもτmaxが大きくなり，崩壊斜面の安定性を過大

評価する可能性がある．次にτmax / τrはIntact供試体ではRemold供試体よりもすべてのdD / dtで小さい値

となる．Intact供試体のdD / dtが最も大きい場合におけるτrは，τmaxの70%程度まで低下している．
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図8.12はIntact供試体のCV testとCP testにおけるせん断応力τ ～ 水平変位Dの比較を示している．同一

のσvであっても排水条件によってτmaxが異なり，非排水せん断条件であるCV testではせん断強さが小さ

い傾向となる．また，CP testのτ ～ Dはひずみ硬化型でせん断中に体積圧縮していることを確認している．

また，τrは確認できない．

図8.13は一面せん断試験前後でのX- ray CT scanの結果を示している．図8.13a）はIntact供試体のCP 
test（σv = 50kPa），図8.13b）はRemold供試体のCV test（σv = 20kPa）の画像である．ここで，CT scan画
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像では対象物質の密度が高いほど白色になり，密度が低いほど黒色となる．また，画像の解像度である

ボクセルサイズは0.118 x 0.118 x 0.118mm3である．Intact供試体のせん断前の画像を見ると，白色の密度

が高い土粒子が確認できる．さらに，全体的な密度が低いポーラスな火山由来の土粒子が確認できる．

このような土粒子の周囲は，今回のCT scanの解像度では土粒子形状を確認できない風化が進んだ細粒

土で構成されている．図8.13b）に示したRemold供試体では，図8.13a）のIntact供試体のようなポーラ

スな土粒子の存在は確認できない．これはIntact試料を一度解きほぐし，再構成した際に粒子破砕した

ためと考えられる．この粒子破砕によってポーラスな土粒子内に保水されていた水分が放出され，供試

体のwが増加し，eが低下したと考えられる（表8.2を参照）．せん断後の画像を見ると，排水条件であ

るCP testではせん断に伴い供試体が収縮している．この体積収縮はτ～ Dがひずみ硬化型であったこと

を裏付けている．非排水条件であるCV testの供試体においてもせん断後には体積圧縮しているが，これ

はせん断前のσv = 20kPaの載荷による沈下量であることを確認しており，せん断に伴う供試体全体の収

縮量は無視できる．しかし，せん断前に確認できる空隙（図中の黒色部）の多くが消失しており，せん

断に伴う部分的な排水による体積変化が発生している可能性がある．このことからRemold供試体では，

定体積条件にもかかわらず発生している局所的な部分排水（体積圧縮），粒子破砕しやすいと考えられ

るポーラスな土粒子およびIntact供試体が有していると予想される高間隙比状態を形成するためのセメ

ンテーション効果が存在しないため，ひずみ硬化型のτ ～ Dとなったと考えられる．

細粒分が多い土質における地震時の斜面崩壊におけるτrは，地震による加振力によって移動土塊のせ

ん断力がτmaxに到達して破壊した後の長距離移動の発生を決定する重要なパラメータである．地震時の

斜面崩壊に関する既存の研究では，繰返し一面せん断試験やリングせん断試験によって相当な累積せん

断変位ΣD（e.g. ΣD = 200mm以上）を与えることでτmaxやτrを評価している4)7)8)9)10)11）．その一方で，大ひず

み領域を再現できる特殊な平面ひずみ試験や三軸圧縮試験による検討も報告されている（Deng et al. 
2011）．加えて，dD / dtを変化させた実験から，Remold供試体の低速度域ではIntact供試体よりもせん断

強さが大きくなり，対象斜面の安定性を過大評価する可能性が示された．本研究のように比較的小さい

せん断変位でもτmaxやτrを評価できた理由は，実験に用いた供試体がe = 5 ～ 6程度であり，間隙比が大

きいことが影響している可能性がある．Sato and Kuwano12）は，火山灰質土が持つ土粒子間のセメンテ

ーション効果と高間隙比を再現するため，セメントを付加した非塑性細粒土に対する一連の力学試験の

結果を報告している．この結果では，非排水せん断条件においてセメントを付加した高間隙比供試体の

ピーク強度はせん断初期で発生することを報告している．このことから，今回採取した試料においても

高間隙比状態であるため，一面せん断試験のわずかなせん断変位によって初期構造（i.e. セメンテーシ

ョン効果）が損傷して，強度低下が進行したと考えられる．加えて，dD / dtを変化させた実験から，

Remold供試体の低速度域ではIntact供試体よりもせん断強さが大きくなり，対象斜面の安定性を過大評

価する可能性が示された．以上のことから，今回の地震時の安定性評価には，Intact試料に対する一面

せん断試験から得られたせん断強さの適用性は高い．

図8.14はIntact試料に対するCV testから得られたStress pathとクーロンの破壊基準線を示している．な

お，せん断試験中には間隙水圧の計測を行っていないため，全応力表示のStress pathを示している．こ

こで，図8.15は図8.14に示したCV test中のτ，トップキャップの鉛直変位ΔH ～ Dを示している．CV test

では供試体の定体積条件を満足するために，トップキャップの鉛直変位ΔHをΔH = +0.01mmとなるよう

にエアーシリンダを制御している（図8.5参照）．しかし，dD / dt = 1.0mm/sec，σv = 40kPaでは，せん断

初期の供試体の体積収縮に対して，ΔHが制御できていない．このため，τ ～ Dでは初期にピーク（図中

の矢印）を示した後，τが増加する傾向にある．このような試験装置におけるコンプライアンスの影響

を考慮して，図8.15に示したクーロンの破壊基準線は，最初のピークに対するτに対して適用した．図

中には，破壊基準線から得られた全応力状態での内部摩擦角φcuと粘着力ccuを示している．φcuおよびccu
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はdD / dt の増加に従い，大きくなる．

8. 3. 3. 	無限長斜面を仮定した地震時安定計算

今回対象とした崩壊斜面に対して，無限長斜面の表層すべりをモデル化（Kasama et al. 2018）し，地

震時の安定性について一面せん断試験から得られた力学パラメータを用いて検討する．図8.16は地震時

における無限長斜面への作用力を示しており，式1は図8.16から得られる安全率Fsを示している．

	 Fs = {tan (1 - kv - kh tan) + kv tan + c /  H cos2} / (kh + tan) � 式1

ここで，βは斜面勾配，Hは表土層厚，γは平均的な湿潤状態の単位堆積重量，φは内部摩擦角，cは粘着力，

khは水平震度，kvは鉛直震度である．なお，既往の研究で鉛直地震動の影響は小さいと報告されている

ことから，本研究においても簡単のためkv = 0とした13)14）．

図8.17は現地調査を行った斜面の調査時におけるUAVによる空撮画像を示している．撮影日は2018年
10月29日である．B-1およびB-2付近を源頭部とする斜面崩壊は，谷筋に対してやや斜めに発生している．

そこで式1を用いた安定解析の代表的な断面は図8.18に示す位置とした．斜面形状は国土地理院が公開

している崩壊前の地形図を参考とした．また，図8.6に示したようにNd = 0 ～ 3程度の相対的に強度が低
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Fig. 8.18.　Vertical cross section for stability calculation  
(based on Geospatial Information Authority of Japan)

Fig. 8.17.　Aerial phot of investigation area by UAV (10.29.2018)

Fig. 8.16.　A force on infinite slope during earthquake4）
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い土層は，標高と同じような傾斜で堆積していたことを考慮して，βは斜面形状の勾配とした．

図8.19はHを変化させた際の常時におけるFsの結果を示している．常時では，地震動による急速なせ

ん断速度効果は小さいとして，dD / dt = 0.02mm/minのφcuおよびccuを用いた．FsはHに依らずFs = 1.0以
上であり，地震による加振力を受ける前の対象斜面は安定した状態にあったことが伺える．

図8.20は地震時の検討としてkhを変化させた際のFsを各Hについて整理した結果である．khおよびHの

増加に伴いFsは低下する．図8.20には対象斜面近傍で観測されたPGA（図8.1参照）から算出したNSお
よびEWのkhを示している．対象斜面の方位がNS方向に近いことからNS方向のPGA = 0.29Galに相当する

khでのFsに着目すると，FsはH = 1.0m以深からFs < 1.0となっている．この深度は，厚真町で確認された

多くの表層崩壊における崩壊深さ（Kawamura et al. 2019）や，図8.5および図8.6に示した簡易動的コー

ン貫入試験においてNdが小さいなる深度と概ね一致している．以上のことから調査対象とした斜面で

は，地震動によるせん断速度効果によって比較的大きなτmaxを発揮したものの，移動土塊に作用したせ

ん断応力が大きいために土塊は破壊し，τr以下までせん断強さが低下したことによって崩壊土砂が移動

したと考えられる．

8. 4. 	まとめ

2018年北海道胆振東部地震によって厚真町で発生した斜面崩壊箇所を対象に現地調査を実施し，未崩

壊箇所から採取した試料を用いて一連の一面せん断試験を行った．さらに一面せん断試験から得られた

力学パラメータを用いて，対象斜面を無限長斜面として地震時の安定性について検討した．得られた知

Fig. 8.20.　Fs ～ kh relationships with earthquake load

Fig. 8.19.　Fs ～ H relationships without earthquake load
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見を以下にまとめる．

・	簡易動的コーン貫入試験から得られたNdは表層からの深度1.5m程度まではNd = 0 ～ 3程度であり，

深度1.5m程度以深ではNd < 20であった．Ndが変化する境界部付近は樽前山の噴火由来である降下

軽石が堆積していたが，風化が進んでおり自然含水比は200%を超える高含水比状態であった．

・	IntactおよびRemold供試体に対する定体積一面せん断試験から，Intact供試体では非排水せん断強さ

のせん断速度依存性と残留強度の発現が確認できた．これはIntact供試体に対するX-ray CT scanで
確認できたポーラスな火山由来の土粒子や，Remold供試体では再現が困難であった高間隙比状態

を形成可能な土粒子間のセメンテーション効果による影響と言える．また，本研究で実施した実験

の範囲では，せん断速度の増加に対して非排水せん断強さは単調に増加するわけではなく，非排水

せん断強さが増加する限界のせん断速度の存在が示唆された．

・	Intact供試体に対する定体積一面せん断試験から得られた全応力状態での力学パラメータ（内部摩

擦角φcuと粘着力ccu）には，せん断速度依存性が確認できた．

・	調査対象とした斜面の安全率として，地震動を考慮しない常時の場合にはせん断速度が遅い一面せ

ん断試験から得られたφcuとccuを用いた計算から，崩壊深さに依らず安全率は1.0を上回っており，

地震前には安定した状態であった．一方で，地震動による水平加速度を考慮した安定計算において，

速いせん断速度から得られたφcuとccuを用いた計算では，直近の地震計から得られた水平加速度に

おいて崩壊深さ約1.0m以上で安全率が1.0を下回り，簡易動的コーン貫入試験の結果や現地の崩壊

状況を説明可能な計算結果となった．

・	以上の結果から，セメンテーション効果が発達した高間隙比・高含水比状態にある降下軽石堆積物

の力学パラメータは，Intact試料を採取してせん断速度を変化させた定体積一面せん断試験を行っ

て取得し，無限長斜面モデルにこのパラメータを適用することで地震動による崩壊を評価できるこ

とが示された．

　なお，本研究の検討では崩壊土砂の長距離移動を検討することは困難である．本実験での一面せん断

試験の水平変位は最大で7mmであり，既往研究の繰返し一面せん断試験やリングせん断試験と比較す

ると累積せん断変位は小さいため，τrはさらに低下する可能性がある．また，崩壊土砂の移動量の評価

はNewmark法などによる計算が有用と考える．しかし，本研究の方法によって，一般に普及している一

面せん断試験装置を用いてせん断速度を変化させた実験を行うことで，高間隙比状態にある降下軽石堆

積物の地震時安定性を検討することが可能になった．このことは，より簡便に地震時における斜面安定

を評価し，さらに対策箇所を迅速に選定するうえで有用な情報を提供することができる．
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